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我が亘の課続権の範圏
 

d 我が闘において課税の対象としているのは、居住者・内閲法人の場合には全世界所得、非蹄住者・外国法人の

場合!こは悶内頚泉所簿。

践が国諜税権の組関

く〉 日本 外国
欝翠翠

震住者緑内盟法人 : 全世界指得課税{ぐじゃ舎) 診器舟議呆摂得 恵泉所得

非居住者・外国法人: 閏内締泉所得のみ課税(ゆ) @悶内j原議所得 ゆ聞外源泉所得� 

O 各国の擦税権が競合すると、罷標的な二議銀説が発生することとなるが(上罰金、③の領域)、その寵整は原尉

として腐住地箇が行うこととされている。

-②!こ係る課税について、殺が闘は、外関税撤披除制度及び外鶴子会社配当益金不算入割震!こより調整している 

.舎に様る課税について、綴字国は、概ね、外題税額控賎苦手~~変又 iま罷外所得免強制度で謹整している。

-通常、総説条約iこおいて、これらのこ葉懸税の譲整義務及びその異体的な方法ts競走される。
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個人納税者の区分と課税所得の範囲


続税者の産分 諜税所得の範閤� 

O 圏内に住所を有する個人

崩住場者� O 現在まで引き航者� 1年以上居所� O 全ての所帯(全世界所得)
、� 

を有する個人


O 日本昌籍を脊しておらず、かつ、
 
C 器内灘泉斎鐸

過去� 10年以内において謹内iこ金
非永金者� O 器外j諜泉所書(冒内払い・

所又iま屡訴を有していた顛毘の
国内送金分iこ限る)

合計が5年以下である個人

非居住者� O 居住者以外の個人� O 関内j原泉所得のみ



法人納税者の区分と課税所得の範阻


続税者の区分 課税所鐸の範議

内田法人
題内に本j道又は主たる事務所を有

する法人

全てお所得(全世界所得)

※ただし、外溺子会社配当益金不算入制度の
適用を受ける詑当については、その 95%綴
当額を益金不算入。

外臨法人 内臨法人以外の法人 盟内j膿泉箭得のみ
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型些聖型金主竪里里主墾)� I 

総会主義{会所得~義〉 嬬震主義

{議行E畿内主義〉� 18モデル7粂 準語モデ� }v7条:AOA(※) 

すべての冨内源泉街終 

(;1;:1部草原の有無i立関わない}
 3芝府繍腐所得 支庖繍膳所得外国法人の1i:Jおこ係� .~関内において行う事淡から当王子る所得 

(3主j開講綴統得について、� f企業金体の所得が上限J支(支底j苫独帰自鵜に所寄十得事事は)食業全体の所得とは関係なく、-閣内にある資産の湿胤・保有・綴綾により生ずるる課税所得の範関 or rまと版独自に計算Jの2通りの解釈あり)
所得

-その他その源泉が閣内にある所得


特殺の慕準なし ;特{な殺お、の災纂1夜詩の集義な勇奇し襲分析に基づく、緩7粂語撃の資淡の事支ii:庭の機能分析に薬づき、資産の綴燦後貴重� j資産の支底への郷燦
;翠主義務主主役務総〉 定

安も
支活への資本記獄綱利子控徐司時限滋� 

策本の支后への恕
終段の基準なし 特段の喜義2惨なし i i(なお、新7粂流の資本西日産主・利子絞険制限配容認)|すし{独る、資立必本企換に業〕対な応らばす吻必る裂部分とさのれ負る債資利本子をの支控古除に命飢制餓限2悲 賦・利子控除制限

人� 

.‘
内部取引様益の認識を容認(使用料中i子� i内部取引繰遺産誌を認識する必要

非 本交信関等の内部取 の例外あり) (無形交震の内線告f!，1苦料及び一般事業会殺の内
認織しないE警 ち| {無形塁豪語道の内線使用料及び一級事塁業会長七の内総 務利子を含め、内総耳元号i鎌主主全般を認織する必

俊 裕子は詩意義議しない)要あち〉
事堂

単純購入活動に稼る所得を認識する~，
:主義線量義人 要線数{災か級j 芸る非等所課の得税 識Tなう韓いまな}る務Eもの燐入浴1 

1単純銭入手幹線税部ら購さ吉主本入ずj たをめ認iUし� 
{伊iえiま、競入代後指揮~!こj\'ff.る受取手数料相当額)

外閣法人の支庖課税
外税控除制度iま不要

外税控除制度が必蓄基における外国税額控 (閣内淑泉所得に対してのみ綴税)
|外税控除制伎が必要

除

対� 
i.覆外支j奉安警縁所得'a:g窓外所得とする必� 

E華内
後E議
者憲法

人
A臨� 

害事援税額控徐の基礎
となる留外所得

溺内灘泉所得以外の長寿務会電窓外務事号と

される
〈空宇泌総人IJ)~宮内源泉所得に草書する議十務ノレーノレiこ準
じて雲十喜草}

窓外交筏襲撃緩続得を屋外所得とする必
要
算{外)E護主缶入の日本文j苔嫁Jtiii青得時計算ノレーノレに調整じて童十

喜喜
-留外支j苫婦務所得i立、AOAIこ従って針
算する必要

(外国主主人の日資本本'Ji:置fSEEf武吊あ総明所者事得)にの講計じ葬てノレ計ー算ノレ)(内部取
ヨ!の認識あり、� 

(※)AOA :Authorized OECD Approaoh 
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OECDモデル条約� 7条新国対照表� i 
2010年� OEGDモデル条約� 7霊長

第� 7条 署喜多絵手IJ得� (2010年改正)

1.-方の締約闘の::íÈ~警の利得に対しては、その食裁が他方の締約閣内にある恒久
的施設校綴じて業他方の締約国内において事業者と行わない限り‘~言葉一方の締
約闘においてのみ秘税を線することができる。一方の締約閣の金銭が他方の締約

国内にある綴久的章者殺を通じて当該他方の絡約園内において考葬祭を行う場合に

は、 2の幾主主に議づき当該恒久的施設に帰せられる利格に対しては、議議案他方の

締約国において税率誌を詩集ずることができる.� 

2. との粂及び多義� [23A][23B]条の適用上、各憲章泰守閣において� 11こ声量定する隻
久喜号室藍設に守勢宅金られる続得;立、絡に当該短久長告施設を符Tる{をま患のをきの守護主主善意分

との取引において、主主絞そ霊久喜号室主言宣言え;弓ー又は類似の条件1':1簿一叉}主要震後のf童

数念行う分異議し、かつ、主主rrした企業であるとしたならば、主話芸業金書震がさきま室経久

長き施設そを走塁じて、� 2長びき議後金重量の絡の務内を遂じて遂行した者議後、篠原した資産
及び引き受けた危険者争議号殺して、当該信久的援l設が望主総したとみられる総務とす

る錫� 

3. 一方の締約閣が、 2 の規定に基づき、いずれか -1Jの締約関の::íÈ~撃の縫久的施
設に!帰せられる利手撃の翻空襲を行い他方の締約図において租税者世線iされた利得に

対して租税者a県ずる機合には、当該他方の締約凶は、き苦言実利得1::係る二塁重繰税の

排除に必要な紛闘で、当該利得に課された租税の額について迫盟主語な繍E撃を行う，
この調整に滋たっては、関締約国の権限のある当局は、必獲があるときは、相互

主昆議主c"� 

4.他の条で担当i閣に取り議員われている穏類の所得が企業の利得に含まれる務合に

は、当該{患の条の主義主主は、ここの粂の規定によって影響されるととはない。� 

2008年仮面王子7レ条約� H長

第� 7条事業所得� 

1.一方の締約閣の::íÈ~誌の利得 1::対しては、その企業が他方の総約閣内にある恒久|
的施設を通じてき自絞他方の締約関内において事業を行わないF凝り、滋設定一方の締
約留においてのみ総税者;:1果サるととができる.一方(j)締約殴の念書撃が他方の絵、約

国内にある修久的総自費者!:)畿じて当該他方の締約関内において者葬祭をfjう毒事会{こ

は、その企業(j)約千専のうち滋意義t質久約施設に費量せられる線分にますしてのみ、言語言案

他方の締約E習において総統を潔サるととができる。� 

2. 3の去車交に蓄をうこと認を黄色体として、一方の締約演の金書量が他方(j)事告総額ヂ習にあ

る復久釣滋没後霊童じて浅草案総方の幸憲章~OOP習において豪華患を行う務長きには、議案実緩
久的施設が、� i湾えは類似の条件でF喜一又は類似の活動を行う綴郊のかつ分震撃し

た企業であって、l1i室主{護久音寺施設を寺守する企業と金く独立の立場で取引をと行うも

のであるとしたならば主暴露実績久約主主設が取得したとみられる華日後が、告を事者約問に
おいて当該領久的施賞受iこ警告せられるものとする，� (77年改定〕� 

3.恒久約施設の利幸毒殺事島恕するにき器去とっては、経営費及(J.一章受繁華震災後会主f蓄を)jj

であってさき言実被久喜君主主主支のために生じたものは、当言葉悠久総務設が祭主主ずるま憲章き

箆内においてき住じたちのであるか総の場所において生じたものでみるがそ罪悪わ

ず、主主徐することを緩められる，� (77空宇君主lE)� 
4. 2の規定は、復久喜号室悪霊堂;之総tまられるべき約千華を企業の続得のま器室長のき議後会費接� 2

の各構成部分への童三分によってき是主主ずる後行が一方の締約留にある綴fきには、事立
税を課されるべき利絡をその後子?と 1されている配分の方法によってき~i支…ガの

締約医が決定するこど安妨げるものではない.ただし、思いられる配分の方主主は、

当該配分の方法によって得た害者糸がこの粂� l:::iEめる原測に適合するようなもの

でなければならない巴(n年古文I五)� 
5.恒久的施設が企業のために物品又は織品の単なる購入を行ったことを礎的とし

ては、いかなる利得も、当官業協久的施殺に帰せられることはない。
 

6. 1から� 5までの幾廷の賀霊殿よ，� t直久的絡設に帰せられる手IJ得は、若手年間ーの方

法によって決定する。ただし、Jjlj(り方法を潟いることにつき正当な理主函がある議選

合は、との限りでない。
 

7.総の条でlJIJ飽に取り後われている宅議案震の所得が企業の利得iこ含まれる主話会に
は、業主主総の条の主義主主は、この粂の支義主主によっ、て影響されることはない。



機廃主義{条約)の

課税ベース
=すべてのPEJ講義護所得

外国法人の課税方式について総合主義から帰罵業譲に霞舟;去を改ました場合のイメージ


条約締約国の法人のケース 条約非締約閣の法人のケース


4帯綴主義(条約〉の
課税ベース

総会主義{題j為法)の

課税ベース
エョすべての鼠内Z霊泉所得

帰属主義{条約〉の

課税ペ…ス� 
zすべてのPE帰属所得� 

[B] 

(注)源泉所得税の対象iま残i>

五唇L 当証L
総会主義(圏内法)(/')

課税ベ…ス
=すべての駁肉3車線所得� 

帰篇主事量{条約)の� 

E豪華韓ベース
出すべてのPE手華麗所得

総会家事量(閣内法)の� 

5襲殺ベース
法犯すべての塁塁内源泉所得� 

[A][A] 

条約事事約僚の法人については、ぬ]の分だけ

課税ベースが鉱大

条約委幹線約国の法人については、� 

ま減少iの法人1:あれば渓税ベースA]>[B]・【
;1;依大1記長人であれば課税ベ…ス[B](/')くA]幽【� 
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総合主義から帰属主義への移行の意識
(二重課税又は二重非課税のリスクの護制)

事業摂得課税の課税範醸として多数の鵠が諜窮している PE~華麗所得の調念を導入することで、
ニ議課税又は二重非課税のリスク合緩和が期待できる。
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総合主義〈金所得議報)と帰属主義の課税方式の瀧い(所得の種類別)

【総会主義]借り

i内外区分(法法� 138) PEあリ� PEなし

所得区分 〈法法� 141 …) (法法 141沼〉

題内事業所得 懇税対象外� 

4 溺内話事重量の 〆� U 三� 6 丸山

純� 

逮F警・保有� 
; 

; 
懇税〈家告〉

課税対象外
関内資産の すべての圏内源

譲渡 泉所得を対象:{二 一審語録税悦2)

ネット所得課税� .(南告〉

(一部源泉徴収十

関内不動産の 申告) 線税

譲渡・賃貸 〈源泉徴収+申告〉ゐ� 
i 

利子・配当・ ー に 懇税
使用料 、 I. (君事泉徴奴〉

課税対象外
留外話事泉所得 〈法法4 ③)

[帰属主義]儲 1) 

内外区分� 

所得区分� 

〈認内事業所得〉� 

濃路・保革5

圏内資産の
譲渡

国内不動援の� 

譲渡・賃貸

PEあり� 
Pまなし

F正~事選， IPE毒聾轟;

課税対象外
p 

謀税〈事後〕
国

戸田竺h 

r--.l1J-1-1 
{注5)I課税対象外

霊車議
一部課税偽記〉

(申告)
に業

Z+Z+所 '課税

〈源泉徴収+申告量)?辱ト

議税� ; 

〈君事象徴i挺〉
ト

戸同町、

内
事

丹、

国外源泉所得� I 、護J 室 課税対象外41 
3

、偏向〆� 2 

l...~ 
{主主1)総会主主義義はわが国の現行圏内法、鶏5電主務は一般的な予選5需主義患のイメージ

{主主記)理事書提言義語聖書民事l株式の譲渡益等 (法法 141閥、法令� 187①)

(主主 3) pE~摺長議所得は閣内源泉所得とされる。

(総4) P Eが手まする外関債券につき支払を受ける利子毒事

(注 5)外E調布告人の水応が臼本の証券市場において告書控室した衛官距lUE選手の譲渡益等(法法� 138一、首長令� 177@)

き



外国法人‘内国法人iこ対する課税関係の概要(現行}

1関内iζ後久約施
|殺を手ぎしない法 
l人

外喜号法人

所得の縫主翼
{淡淡 138)

E

噌
j
a
m
a
�
 

m
町一例…

1
-
B

バ
仏
工
【
ル
�
 
H
門
�
 

l
-
居

住…一閥…

ー
ミ
泊
討

-Ea
税制

醐
品
川
�
 

l
i
l
i
e
g
e
-
g
e
e
-
外

様

制

引

村

山

問

事

せ

叫

可
内

総

開

M
M

留
に
い
W
 

i国内事業 iこ係る所得 

i国内にある資産の運用・保有 

j閣内にある資産の霊祭淡 

iその他の隈戸守護軍泉所得

内;人的役務の鐙供事業の対側

;殴内不動産の賃貸料毒事

採点j

主義 :富己 

j食付金利子

所 i佼湾料等』  

i毒事業の広告後伝のたぬの賞金

得 '

雄
守

宅事

子

当

命係険契約に基づく年金毒事

毒事にさ毒づく利益の分譲3 

E怒タト源泉所得

ん金考察 

源泉徴収 

{新記長212①)


安養


安署


長議船
 

吉署 

20首 

20詰

15覧 

20% 

20% 

2自私 

20首 

20覧 

15覧 

20% 

内陸言法人

源泉徴収

{所後212@) 

書襲

無

無

然

書草

主要

151品

20覧 

無

実悪

生後 

脅韓
 

15弛


20百


養護 

{注} 閣内の主治の譲渡対怖に費守して 10%の源泉徴収

10 



察居住者・居住者に対する課税扇係の機婆〈現行)

密

内

棟、

泉 

j安

得

内務淡 iζ4系る所得

陣内 iとある資露震の遂胤・保有

国内にある資滋の害事波

対価

の提供に対する
公約年金者卒、退職手当等

の賞金

総会契約毒事 iと蒸づく利益 (f)分譲ま

国外語議泉所得

株式等の藤被所得は 15弘申告分貴重線税

非居住者

{源泉分離 Z票後3

〔隊法 S③}

20覧 

税対象外

土地等の Z難波対側は君臨泉徴収の上、その所得に対して 15%(長期)・ 30%(媛矧)で附俊分離課税

源泉徴収

無

無

盆E 

20% 

10% 
措~) 

20也 

15% 

2m品 

20~も 

20草 

20唱 

2()岨 

2()帰 

15覧 

2奇襲

居住者

護霊泉徴収

{長衰員IJ告さなま票続方法〉

費襲

費議

書在

奏者

安審

害事

然 

15l品

2{)覧

護基

然

有 

10事 

10弘 

15l昼 

20'首

銀E 

(注1)

(注 2)
11 



主要題の器内j去における内総数需の窓設い 〈来駕犠〉

日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ

概要警 内部取引損績の認識なし 内部取引損益の認織なし 原則として、内部取引損益の|酬たして、内部制臓の 取引の種類に応じて内部取

認識あり 議選議あり 引の認識の有無が災なる

機産1資産量 移車誌による損益の認識なし 移転による損益の滋淡えまし ;独立企業関綴絡による内部 独立念着陸部領絡による内線� PEの祭たす機能により1 
1 

11こ、近滋室い長
{議事選えま妓売の場合iこは、さを {単毒事な販売の滋会iこは、ぎを 殺害1I異議の認話器あり 殺害i議後の認識あり� j約772ま{独立企業E実質普

意義綴きをま践で生じた所得と<!! 養護綴安定地でき主じた所得とさ もの)又iま閤援約方法(定式

れる) れる) 配分に近いもの)により� PE
に帰属する利得者を襲撃定

その他の有形資産 内音階引損益の認識なし 内宮!敬司� i損益の認識なし 内部取引鍛主義の総織あり 内部取引綴益の認識あり 移転時に時価霊平縞織主義者是認

機

役務の縫告主� F有毒事殺害� i銭主主の認識なし� P時慾取引損益の総器量えまし 内部童文京議畿の銀総あり 手持怒級以後主主の塁悪議あり 内蕊取引議益の認識あり

祭者ま資語量の使用料 内奴君主警It員益の認識なし 内部取引損益の護憲畿なし 内宮殺事� It員後の怒織なし 内部取引擦主主の認識なし 内総取引損益の恕識なし

利子 内部取引損益義の認識なし 内昔問問i損益の言務総なし 内部利子の総識ありi 内部取引繍主主の認識なし 内部取引損益の認識なし

(ヨド縞支払利子の PEへの配 (本庖謝ム利子の PEへの配 (金融機関のみ) (本Jお1i:払利子の� PEへのlIe (:<陥期MII子の� PEへの配

践を汲じて認識) 目賞受通じて認識) 獄を通じて認識) 草案をi盈じて認識}

支}海員署長議事1Iそ子(内部 線:iEえまし 米関1i:広負債とみなgされる 支庭婦震の養護費量渓2与を基礎� 1i:1蕊簿震の繁華整資みそをま基礎

李1Iそ1'-1主び外線}の援 重量綴を基礎として災応義善震 算と入し限て度3主額j選貯手幾簿j綴李1I予の援金 として1i:1苫様E翼手1I予の綴会

会事事入線皮菱重 ;利子の損金算入限度豪華計算 議事入限度額計算

内部首究者i等に対す なし あり なし なし なし

る源泉徴収 {外部繍迷とのひもっき資 (米国交庖に配賦2された手1I (外部調達とのひもつき資 (外部溺達とのひもつ退官資

会の利子については、源泉徴� .:rf立、内国法人が支払ったも 会の事1I子については‘源泉徴 ぎ訟の使用料・毒性子について� 

i探の待機生あり} のとして、源泉徴収の対委員，� i阪の可簸性あり〕 {立、滋泉徴収のま著書践例} 

えまj室、支!芸事IJ子税の対象とな

;る利子については、滋泉徴収;

なし。〉

内部取引への移転 なし えEし あり ありt あり

価格税制の遡用 ， 

内閣法人の外国税 内部取引綴滋の認識なし 内議罪取引損益の鵡腕し 内音諏害時舗の総裁ありι 内線殺事i損益の認畿あり

額投書室における箆 {外銀法人の霞内源泉所得; {外題法人の菜溺 P五銭議所 (~露外係争議察長持手毒免徐方式) I (外喜護法人のドイツ F王手幾潟

外苑獄事等書憲主主 計算と問機 ;手害計算と同様〉 i 芸術祭計算と同様}� 

2 



アジア各罷の冨内法における内部数事 IO取設い 〈未定積)

線道警

側郷軍費E霊

日本

内吉陣引損益の認識なし

内部取引損益の認畿なし

中関

本3芝府閣の爽際の取引に

ついて、内審開引擬織の

認識あり

独tl.企業際価格による肉

部殺事 i損重量の絞殺あり

インド 車章閣

原員IJとして‘内部取引繍 隊員!Jとして、内部耳目|損

益の認識あり 益の総織あり

独立企業勝儀格による内 l独立会議開価絡による内

部取引損益の認識あり i 部数寺 j綴滋の惣織あり

タイ

内部取引の認識なし

(本腐と支腐は悶ーの線

税主体として取り級われ

る)

内室j碩E引鏡益の認識なし

シン湖、ポール

隊員IJとしてィ内部取引損

磁の認識あり

独立金縁関偲格による肉

議j取引ま護主主の認識あり

その t践の 
事ぎ彩主著書霊

F結締号  i損益の認識なし flOI獄事 i議議長の聖書幾あり 機獄事  i損益の認識あげ;綿織開始の言軍事義あり 内蕊取引議益Ol連総えまし 内線殺害 i議室主の認識あり

後ま蓄の緩護主 手持吉区草案事 li員益の議議なし F句怒殺害 i損益の務事韓あり i 内選s導主事 i綴主主の認議あり 内部取引損益の鐙織なし 内線3理主著 i議議の認識あり

熊野23愛媛の
使F陸料

内部取引損益の認識なし 内音!被害 i綴謀議のま蕊畿なし
(本jお支払告を剤料の P韮

への配賦揺を滋じて認I船

内部取引損益の認識あり 内意陣容閣議議の認識あり 内部取引損益の認識なし 内線取引漏哉の認識あり

利子 内部取引損誌の認識なし

(ヨド底割ム利子の PEへ 
の配銭安滋じて認識}

内部取引綴益の総織なし

(2ド庖支払利子の PEへ

のi!紋を滋じて綴織}

内音跨IJ子の認識あり 内官隊 IJ予の務総あり 内部取引損益の認識なし

(内部幸IJ子の認識は護憲

止)

内部利子の惣滋あり

(会議議機総のみ)

支j京銀総利子

{内線利子主主

び外語辞}の綴

会事塞入者翼運主義護

続支患なし ;続完震なし 支薦書事震の無償資本を基 道重少量塁本税務~rこ護真似した

滋として:k:底帰属利子の を担j渓:あり

援会第入線度額計算

媛定なし

内観l取引への

移転俗務税制

の適用 

なし あり あり あり なし あり e

13 



織属主義を導入した場合の内溺j恋人のための外関税綴俊徐のイメージ� 

O 外国税額控徐号制j皮とは

=今内閣j恋人が続税した外国法人税について、控除限度額の範留でわが閣の法人税額から控徐する制度� 

【朔腐食事主を導入した場合]
O 飽除限度額の計算式 長滋外支庭縁媛所得'a:

国外源泉所得e:定審議サる必要

額外所得(国外交腐の所得)、

法人税綴� x 
会話t界所得� l 

《悶本》 《外溺>>

内部利子

本 i議 争( 支庖�  ) 


【現行鱗度]

外隠革'll.~議後罪事における控除媛渓翻の計算上、
関外交底の所得として認識せず� 

5 
[;害震~事長を話事入した場合]

員愛護繁雄;長官民器時綴の錦上、



東欧・!日ソ連 (18)

キ J~ギス

ヴ I~ジア

ト J~ '7メ:ニス$'ン モ J~ ドバ

ポーランド ルーマニア

ロシア 

i-我が閣の租裂条約ネットワーク 一 地 域 蹴 / 平 成 一 月 末 現 夜 》
〈主主 1)I号ソ遼等と母条書きが継承吉れているた8号、 53条豹 1:対し、 64先1iiI.議議遜F君と

主っている. 
G主2H※J Iふ租税iこ演する僑報交換務主主在家体とするもの場

O 程税条約部議な詩的・ -二重課税の回避、脱税及び程税函避等へのまま応、投資・経減交流の促進

墜盤整盈 (16) 
7 イ J~ランドデンマ-'7

イギリス ドイツ

イヲリア ノルウェー

オーストリア 7ィンランド

オランダ フ苧ンス

スイス ベルギー

スウェーデン J~ '7センブルケ

スベイン マン島{※} 

oジヤジ 〈務夜未発童書)(裟} 

0ガーンジー〈漢書E*発議)(後〉
。ボルトガ;l<(号室夜未発効}

。')とテンシニ汐イシ{議後五世祭実完)(事長} 

zh近3草地竣 (4)
イスラエ J~

工ジプト

サウジアラピア

トルコ 

0 '7ウェート(現夜来発効)

アフリ力士也域 (2)

ザンピア

南アフリカ 

15 



租説条約交渉の現状

(平成 24年� 10月末現在)

《悶米租税条約以後の経緯・現状》

堅議謝
平成� 16年� 3，EJ 

平成� 18年� 6月� 
平成� 18若手1O，EJ

平成� 19年� 12月
平成� 20年� 11，EJ� 

平成� 20年� 12月
平成� 20年� 12月
平成� 21年� 12月
平成� 21年� 12月
平成� 22年� 7月
平成� 22年� 8月
平成� 22年� 12月
平成� 23年� 8，EJ� 

平成� 23年� 8丹� 
}守9年23王手議
}き9年23乎謹

平成� 23年� 11，EJ

平成� 23年� 12，EJ 

平成� 23年� 12月
平成� 23年� 12月

巨米租税条約
Eイン阿目見条約
日英担税条斡
白弘毅税条約
Bパキスタン穂税条約
日オーストラリア報税条約
臼フィリどン租税条約
日ブルネイ租税協定
日力ザフスタン租税条約
日シンガポール租税協定
日バミューダ視税協恕(※)
日マレーシア穂税協地
B香港型税協定
5バハマ程説協窓(※〉
呂サウジアラビア懇税条約
尽マン星言語幹i警報交換協定〈来〉
臼ケイマン租税協主主〈※〕
自オラン夕、租韓条約
自スイス担税条約
日}(..クセンブルク租税条約� 

iG響名・未発効|
平成� 22年� 1，EJ 

平成� 22年� 2月
)守12年23王子或� 
}守12若手23王子議� 

平成� 23年� 12月
平成� 24年� 7，EJ 

月
月

iO基本合意i
平成� 23年� 12月

.平成 24年� 6月
平成� 24年� 6
平成� 24若手� 9

}守10年24平成� 

自ベルギー租税条約

日クウェート瀧税条約
日ジャージー穂税協定〈渓〉
毘ガーンジ一穂税協定〈※)
記ポルトガル租税条約
担リヒテンシュタイン租手足構
報交換協定〈※)

日オマーン租税協定
日米租税条約
日ニュージーランド租税条約
日サモア租税構報交換協定
〈※〉
自アラブ蓄菱墨濠持説韓条約

iO現窓の正式交渉覇i
ドイツ護持共和関

(注H※」は、秘税!こ関する情報交換規定を主体とするもの。



国際課税に関する論点整理(妙)

H 殴際課税iこ関する中義織的な諜綴� 

2.委主爆住者及び外箆法人の線総ベースー帰属主義への晃E撃しーのあり方

〈主義織の綴豪}� 

f
1
1
1
1
1
1

g
e

m、i
I
1
i
J

開

会隅
隅

均
一
向

1

1

年

間
け
ぺ
棄

ι

一一

平

税

、
�
 

O 談窓í~霊 i立、タトZ霊法人 iこ対する富豪言語 iこ言語し、霊室内法においていわゆる f総会主義j を長年採用している一方、言量殺条約においては f爆忌友重量j を綴F脅して
おり、いわばこ先手本号婦が立主存している。書事霊童主義を頭記した今関の� 0正Cひそデ)v租税条約の改定i立、今後のま誌が隠唱を含めた� OECD泌援E需の条約締車産.-e:iE
~;，j; tこ蕊韓基影響を及iますだけでなく、濁 F号 i去を総会主義から楊属意義室 iこ気療す契機揺を与えている。なお、帰島義;E議長!こ改める窓会には、あわせて、最盟友な課
税号機保するために必婆な法空襲親書についても検討する弘婆がある争� 

I縫起された主な論点害事1
(総論) 
O 帰j議主義の有効な機能を担保する� r3つの前縫条件」、すなわち、①PEの概念についての議論の進展、②移転価格!こ関する独11.1i1:業原毘iの理論及び適用ガイダンスの縞織
'化、③独立企業原則を支えるインフラとしての分離会計主義の制度的枠組みの還義援や税務上のドキュメンテーション.!t，. -)vのき重機・� 5種施、は充足されてきたといえる翁� 
O 今図、� OECDモデル訟税条約第� H民マ規定された� OECD承認アブローテ� (AOA: Aulhori間� dOECD Approach) 1立、玉県行の移総領絡:Jfイドラインで強化省高構築が行われ� 
1己主主主工会家康員IJの考え方と整会的でみる。

{華道 OECDモデル程重量条約のお治制zedO監CDアプローチiこ対応した層内予告の後援の方締役}� 
o ~締法牽聖書家主義 (AO必 fこ会義宝石~iまる後蕊を行うべきで<1;1) 、その様に.!t号室主「ベ意違憲2織な夜祭としては、夜行(!)総会議豪華i. P綿織号!の認識とそれに伴う祭主主(!)銀総
ゑ0:1挙事毒襲警入手事務務(!)Il重量iが挙げられる，� 

O 続行の総会主義の雪景にi立、華字爆後議・外五護法人も、認内iこP王を議してE護持で署標語量殺行う以上、その圏内潔泉所得に対する総数の方法i主総合謀説{絡所得潔絞〉の対象
とすべきとの考え方がるるe しかしながら、この者え方{草、外童書法人が重量が擦に子重量殺を設けて進出してくる場合iこi立、� 2話量産タトE護法人が箪接待る層内源泉所得に対しては殺
が潔子会主主が� PEとして機能している議会iこ限り総会鋒税するで方で、外語圏法人が君主iJ� こ支康司王態で進出してくる場合!こは滋警護外閣法人のすべての冨内源泉所得を総合意思i主題l 
税することになり、課税上のバランス後欠いているのではないか=外回法人が我が織に:11:1苫形態で進出してくる場合と子会役者言語長で遅露出してくる場合との課税の聾革命f生の観
点からは、圏内� PEに需属している所得iこ限って内包法人並みの純所得課税を行う、とのリ横揺革主義� (AOA)の考え方が築本的t.r.']骨肉となるのではないか。。タッ?スヘイブンに本拠を重量若宮‘殺が闘で� PEをi盟じて大部分の取引を行う納税者との関係では.� PEに広範な吸引力� (ForωofAttractionlを認める総合意義に築づく務行
闘内i去の方が、我が国の課税権唱を適切に際線できると評価する見方もある。しかし、総合主義から帰属主義へ見直す場合には 総税関凝りス0については‘あ獲に応じて外
間子会社合算税制なども含めたi貴重量備や‘情報交換制活置の拡充と税制の透明化の俊道草によって対応すればよいのではないか。� 

O 帰品事;E綴の下では、もともと� P旺の望壁紙マ型車織していた事業所得を外国本肢の滋取引に変換するタックス・プランニングによU、殺が罵課税ベースを潜税するリスクが滋
大することに緩みると‘総合議事撃のf寄っ級事l:il効泉を一部残存させて.これら者審議認可務の滋鋭を図るタックス・プランニングに鎗える考え方もあるかもしれない。しかし、そ
の場合には、あくまで� AOAの下?での例外的な総務銅滋否認規定として位置付けるべ懲@� 

O 殺がま震にとコて経済的重要牲者を有する外E留とはほとんどの場合組殺条約を毒事事毒しておりも条約締結箆iこ本底を蜜く念講堂の� PEについては、条約iこ基づき重量iこ濃運毒殺害撃が滋� 
F現話されているので、蜜内法委総第三主事室!こ絞めることの豪華溌約な効果i立、法律費実態iこ合わせる幾度の緩定鈴なものではないか@たままし、苦H襲警護で� AOAで足並みを鍛えること
で、二量産霊軍務当スクや二重森喜翠毛並リスタが奇襲爽にま護事話されることが見込求れる。

{二宮童書襲殺の言語霊童} 
O 告書語審.:E豪華iこさ毒づく� PE諜税を徽j議すると‘これ:1<で潔税対象ではなかった� P底嫌緩の溺外Plii等についても課税対象となるため‘� PEfこますし務属主義に基づく諜税を行った土器

合の外閣で謬説された所得についての外関絞額獲除の供与といコた、現行法諸問tの下1:'1主役じ簿ないこ重課税への対応について� 
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腕� 36年説割譲査会にお同議論� i 
「事業を有する非腐住者等に対する課税については、我が閣の暁持法やアメリカ、イギリスの国内法のた

てまえのように、事業所得のほか悶内瀕泉から生ずる他の金所得を総合し通常税率そ適用して課税すべ

しとする考え方と、カナダ、西ドイツの閣内誌のたてまえのように、寵泉敷設を受ける投資所得誌、懐

久的捷設に!時j識しないかぎり総合課税しないものとする考え方がある。冨内漉泉から生ずる全所得を総

合して謀説ずる考え方法、事業を有する非援金者等については、器内の諜奈からさ主ずる金所持につき競

住者等とi湾一立取り扱う趣旨であり、一方、檀久的譲設に捕縄しない投資所得の総会合算を要求しない

考え方は、事議そを有する非居金者等は、閣内i之おける事業f活動に関連する所得に限って崩住者と同様に

取り扱う趣旨である。� J

出典:I緩和 36~容 12月「税申~iOO査会答$Jl陸自費 署警護義の内容及び緩滋の説明j

賠鞍36年 説法整犠小委員会の審議結果の説部議査会総会へり報告� 

f日本に『事業3を有する外冨法人が事業所持のほかに日本から利子、配当、ロイヤルティ等他の所得を

も得ている場合には、現行法ではとれらの金所得を総合合算して楳税する建前をとっている。このよう

な方式は、各閣の立法例からみて必ずしも一般的なものではなく、我が国が締結した税税条約のうちに

も、恒久的施設に帰属しない所得は合算糠税しないことを明らかにしているものもある。

しかしながち、日本に事業所等を有して事業を行う場合立誌、その外患人0)8本記対する農地鵠応益欝

繋が課く、日本謀議の所得については、繕住者及び、再思法人と同様その全所得を総合合算して通常む税

本で課税する現行法の建前を韓持することが適当と考えられる。� j

出典:昭和36年12月税制員間後会「昭和37年� 3月税制調査会主事防関係資料集〔第2分間JJ 
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